埼玉県本部　令和７年度「土地活用 初期情報 獲得運動」要領
１．目　　的

組合員の土地有効活用および戸建住宅に対する初期情報収集体制を確立し、ＪＡグループ主導型による相談と提案活動による施主代行方式を基本とした事業展開を実践する。

２．名　　称　　「土地活用 初期情報 獲得運動」

３．期　　間
　　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

４．対　　象

組合員からの、その保有する土地の有効活用および戸建住宅に対する直接依頼情報とし、かつ、ＪＡグループ以外に未公開情報とする（以下、初期情報という）。

５．事業提案

全農は、ＪＡと連携し初期情報に対して、ＪＡグループ主導型による組合員の土地の有効活用提案または住宅建設提案を行う。

６．初期情報の取扱と報告（提供）

（１）初期情報は、個人情報保護法および農業協同組合の個人情報取扱規程に従い、取り扱うものとする。

（２）初期情報の取得は、原則としてＪＡ役職員が組合員から情報提供書面による取得とし、あらかじめ、本人に対して利用目的を明示する（明示には全農への情報の委託を含める）。

（３）初期情報の提供は、情報提供書面の写を全農へ提供することにより行う。

（４）全農は、ＪＡ資産管理担当部門と連携し、相談ならびに提案活動を行う。

７．参加登録

運動参加ＪＡは、次により参加登録書を埼玉県本部あてに提出する。

（１）登録書類

　　　ア．参加登録書（別紙）

イ．情報提供書面（参考書式：別紙）

ウ．奨励措置規程または要領の写し

（２）登録期限　　令和７年４月３０日（水）
８．奨励措置

運動参加ＪＡに対して、次の基準により奨励を行う。

（１）紹介奨励

ＪＡからの情報提供書面の提供に基づき、初期情報提供者に１情報あたりクオカード3,000円相当をＪＡ資産管理担当部門経由で、月末締め翌月に進呈する。

（２）契約奨励

初期情報に基づき契約が締結されたときは、次の基準による。

ア．１情報（物件）あたり30,000円（不課税）を支出する。

イ．支出方法および支出時期

①　支出方法：事業促進費
②　支出時期：着工日を基準（オ③仲介（媒介）・紹介物件は、全農が仲介料・紹介料の支払いを受けた日とする）とし、次により支出する。
	

着工日
	支出時期

	令和７年　４月１日
	～
	令和７年９月３０日
	令和７年１０月３１日

	令和７年１０月１日
	～
	令和８年３月３１日
	令和８年　４月３０日


ウ．支出条件

ＪＡ内に、事業促進費を財源とした初期情報獲得運動に関する奨励措置要領に則り支出されること。
エ．初期情報には、令和５年度から令和６年度に実施した土地活用初期情報獲得運動により提供された情報を含む。

オ．契約は、次のものとする。

①　施設建設契約

契約金額1,000万円(税込)以上に限る。

②　一般定期借地権設定契約

定期借地権事業取扱要領によるものとし、複数街区に渡るときは最初の街区が販売されたとき。
③　仲介（媒介）・紹介物件（事業用借地権設定公正証書契約・土地売買契約・建物賃貸借契約・覚書等）

全農仲介（媒介）・紹介物件で、かつ全農の手数料が30万円(税抜)以上に限る。

カ．１契約に複数の初期情報があるときは、全農の受付日を基準に先受付情報に対して支出する。

（別紙）

令和　　年　　月　　日
全国農業協同組合連合会埼玉県本部

　県本部長　　　　　　　　　　殿

農業協同組合

代表理事組合長　　　　　　　　印

令和７年度「土地活用 初期情報 獲得運動」参加登録書

みだしのことについて、「土地活用 初期情報 獲得運動」に参加しますので、下記の書類を添付して登録します。

記

１．情報提供書面の雛形

２．奨励措置規程または要領の写し
以上

土地活用相談申込書
令和　　年　　月　　日

農業協同組合御中

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

電話　　（　　　　）　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　

　私所有の下記土地に対して、貴組合に土地有効活用についての提案を依頼しますので申し込みます。

　なお、貴組合の提案業務に必要な範囲で、私の個人情報について第三者提供を含めて利用することに同意します。

記

1． 土地の表示

	
	所在
	地番
	面積（㎡）
	現況

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


2． 希望する活用方法（該当するものを○で囲んで下さい。いくつでも可）

戸建住宅・共同住宅・倉庫・店舗・事務所・駐車場・指定なし

3． その他要望事項（具体的な要望事項があれば、ご記入下さい）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　 　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　

ＪＡ使用欄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	組合長
	専務
	常務
	部長
	課長
	支店長
	次長
	資産相談員
	情報提供者氏名

	
	
	
	
	
	
	
	
	


令和７年度土地活用初期情報獲得運動要領

１．目　　的

組合員の土地有効活用および戸建住宅に対する初期情報収集体制を確立し、全農と連携したＪＡグループ主導型の相談と提案活動による事業展開を実践することを目的とする。

２．名　　称

土地活用初期情報獲得運動

３．期　　間

　　　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

４．対　　象

組合員から、その保有する土地の有効活用および戸建住宅に対する直接依頼情報とし、かつ、ＪＡグループ以外に未公開情報とする（以下、初期情報という）。

５．事業提案

○○課（担当部署）は、初期情報に対して、全農と連携してＪＡグループ主導型による組合員の資産活用提案および住宅建設提案を行う。

６．初期情報の取扱と報告（提供）

（１）初期情報は、個人情報保護法および○○農業協同組合の個人情報取扱規程に従い取り扱うものとする。

（２）初期情報取得は、原則としてＪＡが組合員から書面による取得とし、あらかじめ本人に対して利用目的を明示する（別紙「土地活用相談申込書」により徴収）

（３）初期情報の提供は、○○課に土地活用相談申込書を提出することにより行う。

（４）○○課は、本店関係課および該当支店と連携して資産相談並びに事業提案を行い相談結果並びに提案結果を該当支店に報告する。

７．奨励措置（職員奨励）

（１）紹介奨励

初期情報の提供に基づき、初期情報提供者に１情報あたり3,000円相当のクオカードを全農から○○課を経由して進呈する。

（２）契約奨励

初期情報に基づき契約が締結されたときは、初期情報提供者に対して、次の基準により奨励費を支払う。

ア．１情報（物件）につき30,000円を支払う。

イ．支出方法　　奨励金を給与および賞与に加算して支払う。

ウ．支出時期　　契約日を基準とし、次により支出する。

４月から９月までの契約：１０月給与

１０月から３月までの契約：年度末手当
参考書式





当組合は、ご提供いただいた個人情報をご依頼内容にもとづいた提案を行うために、当組合関連連合会（信連・農林中金・全共連・全農）および取引先（住宅会社・建設会社・テナント・管理会社・不動産仲介会社等）に情報提供をします。


当組合は、組合員様からのご依頼内容にもとづいて、土地の状況・市場調査等により最良の方法による提案をさせていただきます。結果的に、要望と異なる提案をさせていただく場合がありますので、ご了承下さい。








参考雛形
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